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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第73期

第２四半期連結
累計期間

第74期
第２四半期連結
累計期間

第73期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高 （百万円） 25,512 24,801 59,329

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 340 △632 124

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）
（百万円） 77 △429 1,932

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △278 △964 1,603

純資産額 （百万円） 9,414 10,223 11,296

総資産額 （百万円） 45,486 51,581 53,490

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は四半期純損失金額（△）
（円） 3.58 △19.80 89.01

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 20.7 19.8 21.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,215 △5,312 △946

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,608 △3,735 1,441

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,543 4,143 △1,498

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 6,222 3,252 8,155

　

回次
第73期

第２四半期連結
会計期間

第74期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
７月１日
至平成23年
９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

四半期純損失金額（△）
（円） △11.26 3.75

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第73期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号  平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、東日本大震災で寸断されていたサプライチェーンの立て直しによ

り、生産や輸出は停滞を脱しつつあるものの、欧州金融不安などによる急激な円高により、経済動向を見極めるには

非常に困難な状況となりました。

当社グループの主要事業であります建設業界におきましては、東日本大震災における復旧・復興に向けた建設投

資が増加に転じはじめたものの、依然として企業の国内建設投資は停滞しており、業界を取り巻く経営環境は極め

て厳しい状況の中で推移いたしました。

このような状況のもと、当社グループは、平成27年度を最終年度とする第二次経営５ヵ年計画を策定し、平成23年

８月10日に公表いたしました。目指す企業像は、「お客様に密着したサービス提供型総合建設業」とし、基本方針は

①ソリューション型営業を展開して特命受注を拡大させ、収益の向上を図る、②コアコンピタンスとなる技術・工

法の確立により他社との差別化を図る、③環境事業、再開発事業、土木リニューアルなどへの周辺事業領域の拡大を

図ることとし、積極的に取り組みました。

当第２四半期連結累計期間の受注工事高につきましては、土木工事が増加したものの、建築工事が減少し、前年同

四半期比10.8%減の224億９千万円となりました。売上高は、前年同四半期比2.8%減の248億１百万円となりました。

利益につきましては、完成工事総利益の減少により、営業損失として６億３千３百万円（前年同四半期は３億４千

２百万円の営業利益）、経常損失として６億３千２百万円（前年同四半期は３億４千万円の経常利益）、四半期純

損失として４億２千９百万円（前年同四半期は７千７百万円の四半期純利益）となりました。

なお、当社グループの売上高は、主たる事業である建築事業および土木事業において、契約により工事の完成引渡

が第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売

上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動がございます。

セグメントの実績は次のとおりであります。

（建築事業）

売上高につきましては、手持工事の増加により、前年同四半期比22.5%増の189億２千５百万円となりました。営業

損益につきましては、受注競争環境が一段と厳しさを増したことから８億２千９百万円の営業損失（前年同四半期

は３億５千３百万円の営業損失）となりました。

（土木事業）

売上高につきましては、前年の受注減少が響き、前年同四半期比43.5%減の54億４百万円となりました。営業損益

につきましては、手持工事の減少などにより、５千３百万円の営業損失（前年同四半期は５億３百万円の営業利

益）となりました。

（不動産事業）

売上高につきましては、賃貸収入は増加したものの、不動産販売が減少したため、前年同四半期比3.7%減の４億７

千１百万円となりました。営業損益につきましては、２億４千９百万円の営業利益（前年同四半期は１億９千２百

万円の営業利益）となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物等（以下「資金」という。）の期末残高は

32億５千２百万円（前年同四半期47.7%減）となり前年同四半期に比べ29億７千万円の減少となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動の結果使用した資金は、53億１千２百万円（前年同四半期は12億１

千５百万円の獲得）となりました。これは、税金等調整前四半期純損失６億９千７百万円に加え、仕入債務43億４千

３百万円の減少などにより資金が減少したことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動の結果使用した資金は、前年同四半期比43.2%減の37億３千５百万

円となりました。これは有形固定資産の取得による支出37億１千９百万円などによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動の結果獲得した資金は、41億４千３百万円（前年同四半期は15億４

千３百万円の使用）となりました。これは借入金42億５千８百万円の純増などによるものです。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２千万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5)主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第２四

半期連結累計期間に著しい変更があったものは、次のとおりであります。

新設

提出会社において、前連結会計年度末に計画しておりました横浜市中区の賃貸用土地・建物（不動産事業）の取

得については、平成23年５月に完了しました。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 43,200,000

計 43,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 21,720,000 21,720,000東京証券取引所市場第一部
単元株式数

500株

計 21,720,000 21,720,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年７月１日～

平成23年９月30日
－ 21,720,000 － 1,086,000 － 1,561,846
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（６）【大株主の状況】

平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

大和ハウス工業株式会社 大阪府大阪市北区梅田３丁目３番５号 7,168,000 33.00

小田急電鉄株式会社 東京都渋谷区代々木２丁目２８番１２号 2,360,255 10.87

小田急不動産株式会社 東京都渋谷区初台１丁目４７番１号 600,000 2.76

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 516,700 2.38

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（中央三井アセット信

託銀行再信託分・CMTBエクイティ

インベストメンツ株式会社信託

口）

東京都中央区晴海１丁目８番１１号 510,000 2.35

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 471,500 2.17

大和小田急建設持株会 東京都新宿区西新宿４丁目３２番２２号 467,044 2.15

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番１１号 396,500 1.83

株式会社アイピー二十一 東京都千代田区神田神保町１丁目２０番地 250,000 1.15

神奈川中央交通株式会社 神奈川県平塚市八重咲町６番１８号 240,000 1.10

計 － 12,979,999 59.76
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 10,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 21,684,000 43,368 －

単元未満株式 普通株式 26,000 － －

発行済株式総数 　 21,720,000 － －

総株主の議決権 　 － 43,368 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、12,500株（議決権の数25

個）含まれております。

②【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

大和小田急建設株式会社
東京都新宿区西新宿

４丁目32番22号
10,000 － 10,000 0.05

計 － 10,000 － 10,000 0.05

（注）　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が500株（議決権の数１

個）あります。

なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含めて記載しております。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、爽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 8,155,707 3,252,342

受取手形・完成工事未収入金等 18,448,393 ※2
 14,869,370

販売用不動産 176,936 138,196

未成工事支出金 2,182,871 2,032,176

不動産事業支出金 2,837,269 4,327,250

材料貯蔵品 253,921 249,531

繰延税金資産 1,261,251 1,356,285

未収消費税等 － 1,807,799

短期貸付金 2,343 1,302,293

その他 313,970 800,877

流動資産合計 33,632,665 30,136,122

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,662,070 4,731,676

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 274,268 380,150

建設仮勘定 4,205 335,825

土地 11,198,145 12,217,969

リース資産（純額） 27,669 22,472

有形固定資産合計 14,166,358 17,688,094

無形固定資産

電話加入権 18,182 18,182

ソフトウエア 205,102 177,255

無形固定資産合計 223,285 195,438

投資その他の資産

投資有価証券 3,790,411 3,140,238

長期貸付金 1,329,583 27,861

繰延税金資産 － 52,142

その他 366,263 360,035

貸倒引当金 △18,402 △18,402

投資その他の資産合計 5,467,855 3,561,874

固定資産合計 19,857,499 21,445,407

資産合計 53,490,165 51,581,530
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 17,511,804 13,168,749

短期借入金 ※3
 11,323,000

※3
 16,509,000

未成工事受入金 2,713,847 3,623,537

完成工事補償引当金 187,816 121,445

工事損失引当金 204,549 385,741

未払消費税等 1,910,526 －

その他 725,980 593,861

流動負債合計 34,577,524 34,402,335

固定負債

長期借入金 2,352,000 1,424,000

退職給付引当金 2,993,983 3,254,272

再評価に係る繰延税金負債 830,263 830,263

繰延税金負債 1,153,171 951,113

その他 287,201 496,521

固定負債合計 7,616,620 6,956,170

負債合計 42,194,144 41,358,505

純資産の部

株主資本

資本金 1,086,000 1,086,000

資本剰余金 1,561,846 1,561,846

利益剰余金 7,847,026 7,308,549

自己株式 △2,533 △2,554

株主資本合計 10,492,339 9,953,841

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 237,753 △296,744

土地再評価差額金 565,926 565,926

その他の包括利益累計額合計 803,680 269,182

純資産合計 11,296,020 10,223,024

負債純資産合計 53,490,165 51,581,530
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高

完成工事高 25,022,597 24,329,672

兼業事業売上高 490,015 471,750

売上高合計 25,512,613 24,801,422

売上原価

完成工事原価 22,743,895 23,205,023

兼業事業売上原価 203,911 198,250

売上原価合計 22,947,806 23,403,274

売上総利益

完成工事総利益 2,278,702 1,124,648

兼業事業総利益 286,104 273,500

売上総利益合計 2,564,806 1,398,148

販売費及び一般管理費 ※1
 2,222,631

※1
 2,031,973

営業利益又は営業損失（△） 342,175 △633,824

営業外収益

受取利息 7,069 19,971

受取配当金 49,646 45,795

持分法による投資利益 2,688 －

雑収入 18,595 12,308

営業外収益合計 78,000 78,075

営業外費用

支払利息 79,817 76,488

雑支出 0 －

営業外費用合計 79,817 76,488

経常利益又は経常損失（△） 340,358 △632,238

特別利益

前期損益修正益 19,734 －

償却債権取立益 － 832

固定資産売却益 21,488 －

その他 3,891 50

特別利益合計 45,114 882

特別損失

前期損益修正損 120 －

固定資産除売却損 4,993 1,974

投資有価証券評価損 1,776 62,401

減損損失 335,178 －

その他 290 2,146

特別損失合計 342,359 66,522

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

43,113 △697,877

法人税、住民税及び事業税 13,826 26,920

法人税等調整額 △48,436 △294,870

法人税等合計 △34,609 △267,950

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

77,723 △429,926

四半期純利益又は四半期純損失（△） 77,723 △429,926
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

77,723 △429,926

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △355,897 △534,498

その他の包括利益合計 △355,897 △534,498

四半期包括利益 △278,174 △964,424

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △278,174 △964,424
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

43,113 △697,877

減価償却費 134,789 242,118

退職給付引当金の増減額（△は減少） 249,370 260,289

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 26,193 △66,370

工事損失引当金の増減額（△は減少） － 181,192

受取利息及び受取配当金 △56,716 △65,767

支払利息 79,817 76,488

有形固定資産除売却損益（△は益） △16,494 1,974

投資有価証券評価損益（△は益） 1,776 62,401

減損損失 335,178 －

売上債権の増減額（△は増加） 9,620,481 3,579,023

未成工事支出金の増減額（△は増加） △206,078 150,695

不動産事業支出金の増減額（△は増加） － △1,489,981

未収消費税等の増減額（△は増加） 574,098 △1,807,799

仕入債務の増減額（△は減少） △7,889,119 △4,343,054

未成工事受入金の増減額（△は減少） △661,785 909,689

未払消費税等の増減額（△は減少） － △1,910,526

持分法による投資損益（△は益） △2,688 －

その他 △55,196 △312,281

小計 2,176,740 △5,229,785

利息及び配当金の受取額 45,538 47,089

利息の支払額 △78,797 △76,288

法人税等の支払額 △928,328 △53,287

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,215,153 △5,312,272

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,252,145 △3,719,762

有形固定資産の売却による収入 432,927 －

無形固定資産の取得による支出 △12,098 △16,008

投資有価証券の取得による支出 △524,638 △1,091

貸付けによる支出 △1,300,000 －

貸付金の回収による収入 49,493 1,772

その他 △1,850 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,608,310 △3,735,089

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △150,000 5,400,000

長期借入金の返済による支出 △1,172,000 △1,142,000

配当金の支払額 △217,106 △108,550

その他 △4,532 △5,453

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,543,639 4,143,996

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,936,797 △4,903,365

現金及び現金同等物の期首残高 9,159,146 8,155,707

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,222,348

※
 3,252,342
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成23年９月30日）

１　保証債務

㈱モリモト 187,040千円（手付金等保証）

１　保証債務

㈱モリモト 187,040千円（手付金等保証）

㈱タカラレーベン 58,030千円（手付金等保証）

計 245,070千円　

―――――― ※２　受取手形裏書譲渡高は、27,500千円であります。

※３　コミットメントライン契約

運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行９行と

コミットメントライン契約を締結しております。

当連結会計年度末におけるコミットメントラインに

係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

　

コミットメントラインの総額 6,000,000千円

実行残高 －千円

差引額 6,000,000千円

※３　コミットメントライン契約

運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行９行と

コミットメントライン契約を締結しております。

当第２四半期連結会計期間におけるコミットメント

ラインに係る借入金未実行残高等は次のとおりであり

ます。

コミットメントラインの総額 6,000,000千円

実行残高 5,400,000千円

差引額 600,000千円

　

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※１　このうち、主要な費目の金額は次のとおりでありま

す。

※１　このうち、主要な費目の金額は次のとおりでありま

す。

従業員給料手当 1,105,623千円

退職給付費用 120,476千円

従業員給料手当 967,078千円

退職給付費用 133,464千円

２　当社グループの売上高は、主たる事業である建築事

業および土木事業において、契約により工事の完成引

渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、

第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期

間における売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の

売上高が多くなるといった季節的変動があります。

２                    同左

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）
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前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年９月30日現在） （平成23年９月30日現在）

現金預金勘定 6,222,348千円

現金及び現金同等物 6,222,348千円

現金預金勘定 3,252,342千円

現金及び現金同等物 3,252,342千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日　至 平成22年９月30日）

配当金支払額

平成22年６月25日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　217,106千円

（ロ）１株当たり配当額　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　10.00円

（ハ）基準日　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　平成22年３月31日

（ニ）効力発生日　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　平成22年６月28日

（ホ）配当の原資　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　利益剰余金

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日　至 平成23年９月30日）

１．配当金支払額

平成23年６月28日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　108,550千円

（ロ）１株当たり配当額　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　5.00円

（ハ）基準日　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　平成23年３月31日

（ニ）効力発生日　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　平成23年６月29日

（ホ）配当の原資　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日　至 平成22年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

報告セグメント
調整額
（千円）

四半期連結
損益計算書
計上額
（千円）

建築事業
（千円）

土木事業
（千円）

不動産事業
（千円）

計
（千円）

売上高     　 　

外部顧客への売上高 15,449,7609,572,837490,01525,512,613 － 25,512,613

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 15,449,7609,572,837490,01525,512,613 － 25,512,613

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
△353,711503,296192,590342,175 － 342,175

（注）　セグメント利益又はセグメント損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益又は営業損失（△）と

一致しております。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日　至 平成23年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

報告セグメント
調整額
（千円）

四半期連結
損益計算書
計上額
（千円）

建築事業
（千円）

土木事業
（千円）

不動産事業
（千円）

計
（千円）

売上高     　 　

外部顧客への売上高 18,925,3545,404,318471,75024,801,422 － 24,801,422

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 18,925,3545,404,318471,75024,801,422 － 24,801,422

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
△829,459△53,791249,425△633,824 － △633,824

（注）　セグメント利益又はセグメント損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益又は営業損失（△）と

一致しております。
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（金融商品関係）

前連結会計年度末（平成23年３月31日）

平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

科目
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金預金 8,155,707 8,155,707 －

(2) 受取手形・完成工事未収入金等 18,448,393 18,448,393 －

(3) 支払手形・工事未払金等 17,511,804 17,511,804 －

（注）　現金預金、受取手形・完成工事未収入金等、支払手形・工事未払金等の時価の算定方法

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

当第２四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）

現金預金、受取手形・完成工事未収入金等、支払手形・工事未払金等が、企業集団の事業の運営において重要なも

のとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

科目
四半期連結貸借対照
表計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金預金 3,252,342 3,252,342 －

(2) 受取手形・完成工事未収入金等 14,869,370 14,869,370 －

(3) 支払手形・工事未払金等 13,168,749 13,168,749 －

（注）　現金預金、受取手形・完成工事未収入金等、支払手形・工事未払金等の時価の算定方法

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（有価証券関係）

前連結会計年度末（平成23年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額
（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

株式 3,332,559 3,007,886 324,673

合計 3,332,559 3,007,886 324,673

（注）　当連結連結会計年度において、その他有価証券について55,495千円減損処理を行っております。

なお、株式の減損処理にあたって50％超下落の場合は、個々の銘柄ごとに合理的な反証をもって回復可能性を判

断し、回復可能性がある場合以外は減損処理を行い、30％以上50％以下の下落の場合には、個々の銘柄ごとに回復可

能性の判定の対象とするかどうかを判断し、回復可能性の判定の対象になる場合は合理的な根拠をもって判断し、

回復可能性が認められない場合には減損処理を行っております。

当第２四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計

年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

 
四半期連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

株式 2,682,387 2,946,575 △264,188

合計 2,682,387 2,946,575 △264,188

（注）　当第２四半期連結連結累計期間において、その他有価証券について62,401千円減損処理を行っております。

なお、株式の減損処理にあたって50％超下落の場合は、個々の銘柄ごとに合理的な反証をもって回復可能性を判

断し、回復可能性がある場合以外は減損処理を行い、30％以上50％以下の下落の場合には、個々の銘柄ごとに回復可

能性の判定の対象とするかどうかを判断し、回復可能性の判定の対象になる場合は合理的な根拠をもって判断し、

回復可能性が認められない場合には減損処理を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失金額（△）
3円58銭 △19円80銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額

又は四半期純損失金額（△）
（千円） 77,723 △429,926

普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額

又は四半期純損失金額（△）
（千円） 77,723 △429,926

普通株式の期中平均株式数 （株） 21,710,525 21,710,019

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間（自 平成23年７月１日　至 平成23年９月30日）

重要な資産の譲渡

当社は、平成23年10月31日開催の取締役会において、下記のとおり固定資産の譲渡について決議いたしました。

１．譲渡の理由

当社は、平成20年３月11日付で当社、大和ハウス工業株式会社、小田急電鉄株式会社の三社を当事者とする資本

業務提携契約を締結いたしました。この資本業務提携契約において当社が所有し、株式会社フラッグスへ賃貸し

ている土地を小田急電鉄株式会社に譲渡することについて協議する旨に合意しました。この合意に基づく協議の

結果、以下のとおり土地を譲渡するものであります。

２．譲渡する相手会社の名称

小田急電鉄株式会社

３．譲渡資産の種類、譲渡前の使途

種類　土地　東京都新宿区新宿３丁目114番２他計３筆　127.34㎡

使途　賃貸用土地

４．譲渡の時期

平成23年10月31日　取締役会決議

平成23年10月31日　売買契約締結

平成23年12月20日　物件引渡期日（予定）

５．譲渡価額

2,233百万円

６．帳簿価額

1,045百万円

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成23年11月９日

大和小田急建設株式会社

取締役会　御中
 

爽監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 遠山　景一　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小高　正裕　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大和小田急建設株
式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から
平成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結
財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・
フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結
論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四
半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、
分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められ
る監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大和小田急建設株式会社及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政
状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

強調事項
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成23年10月31日開催の取締役会において、株式会社フラッグスへ賃貸
している土地を小田急電鉄株式会社に譲渡する決議をし、同日契約を締結した。
当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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